
◎国の補助金等の整理及び合理化等に伴う義務教育費国庫負担法

等の一部を改正する等の法律 
（平成一八年三月三一日法律第一八号）   

一、提案理由（平成一八年三月三日・衆議院文部科学委員会） 

○小坂国務大臣 このたび、政府から提出いたしました国の補助金等の整理及び合理化

等に伴う義務教育費国庫負担法等の一部を改正する等の法律案について、その提案理由

及び内容の概要を御説明申し上げます。 

 資源の少ない我が国にとって、人材育成こそ国家の存立の基盤であります。特に義務

教育は、子供たちが社会の一員として将来の日本を支えていくための基礎的資質を培う

ものであり、政府としては、その充実を目指し、義務教育の構造改革を推進していると

ころです。 

 また、国及び地方を通じた行財政の効率化を図る観点から、三位一体の改革に取り組

んでいるところであります。このうち、国庫補助負担金の改革としては、義務教育費国

庫負担制度を堅持するという方針のもと、その国庫負担の割合を改めるほか、公立文教

施設整備費について一部交付金化等の改革を進めることとしております。 

 この法律案は、こうした政府の方針等を受け、公立の義務教育諸学校等の教職員の給

与及び施設の整備に係る費用負担等に関する制度を改めるものであります。 

 次に、この法律案の内容の概要について御説明いたします。 

 第一に、義務教育費国庫負担金の国庫負担率を二分の一から三分の一に改めるととも

に、公立の小中学校、盲・聾学校の国庫負担制度と養護学校の国庫負担制度を統合する

ものであります。 

 第二に、市町村立の小中学校等の教職員は、都道府県が給与を負担して任用していま

すが、これに加えて、現在、構造改革特別区域においては、市町村が給与を負担して教

職員を任用することが可能となっております。この措置を全国展開するものであります。 

 第三に、公立の義務教育諸学校等の施設の整備に充てるため、学校等の設置者に対し、

一括して交付金を交付する制度を創設するものであります。 

 以上が、この法律案の提案理由及びその内容の概要であります。 

 何とぞ、十分御審議の上、速やかに御賛成いただきますよう、よろしくお願い申し上

げます。 

二、衆議院文部科学委員長報告（平成一八年三月一六日） 

○遠藤乙彦君 ただいま議題となりました法律案につきまして、文部科学委員会におけ

る審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、国の補助金等の整理及び合理化等に伴い、公立の義務教育諸学校の教職員の

給与等に要する経費の国庫負担率を改め、都道府県が給与等を負担する教職員の範囲を

定めるとともに、公立の義務教育諸学校等の施設の整備に関する事業に充てるための交

付金制度を創設しようとするもので、その主な内容は、次のとおりであります。 



 第一に、公立の義務教育諸学校の教職員の給与等に要する経費の国庫負担率を二分の

一から三分の一に改めるとともに、公立の小中学校、盲・聾学校の国庫負担制度と養護

学校の国庫負担制度を統合すること。 

 第二に、都道府県が給与等を負担する市町村の教職員の範囲を明確にすること。 

 第三に、公立の義務教育諸学校等の施設の整備に関する事業に充てるための交付金制

度を創設するとともに、法律名を義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律

に改める等の所要の改正を行うものであります。 

 本案は、去る二月二十八日本会議において趣旨説明及び質疑が行われた後、同日本委

員会に付託されました。 

 本委員会におきましては、三月三日小坂文部科学大臣から提案理由の説明を聴取した

後、八日から質疑に入りました。十四日には参考人から意見を聴取するなど慎重に審査

を重ねた後、昨十五日、質疑を終局し、討論、採決の結果、賛成多数をもって原案のと

おり可決すべきものと決しました。 

 以上、御報告申し上げます。 

三、参議院文教科学委員長報告（平成一八年三月二九日） 

○中島啓雄君 ただいま議題となりました法律案につきまして、文教科学委員会におけ

る審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、義務教育費国庫負担金の国庫負担率を二分の一から三分の一に改めると

ともに、公立義務教育諸学校等の設置者に対し、施設整備に充てるための一括交付金を

交付する制度を創設するほか、現在、構造改革特区において認められている市町村費負

担教職員任用事業を全国展開しようとするものであります。 

 委員会におきましては、参考人から意見を聴取するとともに、国庫負担率引下げの経

緯と地方財政に及ぼす影響、引下げ後の地方公共団体における教職員配置や給与水準の

見通し、耐震化の推進を始めとした今後の学校施設整備の方策、市町村費負担教職員の

処遇や人事の在り方等について質疑が行われましたが、その詳細は会議録によって御承

知願います。 

 質疑を終局し、討論に入りましたところ、民主党・新緑風会を代表して林委員より、

日本共産党を代表して井上委員より、それぞれ反対の意見が述べられました。 

 討論を終わり、採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきものと決

定いたしました。 

 以上、御報告申し上げます。 


